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VI．前工業化社会における階層分化と

　　　農民的人口再生産

　ヒックスは，第8章の末尾の2つの節で「プロレタリア均衡proletarian

equilibrium」（226頁，　Hicks　1969，135）の問題について検討している。「プロレ

タリア均衡」とは，（1）農村人口の増大と都市人口の減少が同時進行し，農

村過剰人口の都市への流入によって人口の「定常均衡」が維持されること，

（2）都市流入人口の大部分の生活状態が「臨時雇いや半雇い」として「半ば

労働者で半ば乞食」の貧困生活や奉公人生活であり，「家庭生活を維持する
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ことが不可能」であって，都市プロレタリア層は農村からの新規参入によっ

てのみ補充されていること，（3）農村の余剰地が欠如し，都市プロレタリア

層の農民人口への還流が不可能であるという諸条件によって成立し，この

「定常均衡」の各構成要素（parts）の数は「変わることなく，何年もまた何世

代にもわたり維持存続できる」状態を意味している（228頁，Hicks，137）。こ

の概念は，農村過剰人口としてプロレタリア的被雇用者階層が大量に形成さ

れつつも，プロレタリア階層の人口再生産が行われず，被雇用者人口の増加

が社会的に抑制され，その結果労働市場拡大が抑制されている前工業化社

会39）の限界的状態を意味しており，人口史研究にもとつく「都市墓場効

果」説を理論モデル化して構成されたものである。このモデルは，農民的労

働市場の発展とその固有の限界の問題を提起しており，労働者階級形成と近

代的労働市場成立の前提条件の検討に不可欠な考察課題を提起している。こ

のモデルと歴史的実態とを対照しつつ検討しよう、

　前工業化社会の農村におけるプロレタリア階層の形成と農民的労働市場す

なわち農民的雇用労働関係の形成の問題は，従来の研究領域としては農民層

の階層分化の問題であるが，人口再生産視点を含む階層分化研究としては比

較的新しい研究領域に属する。この種の研究は，豊富な情報を含む日本の宗

門改帳にもとついた江戸期農民層の人口再生産視点を含む研究が最も豊富な

内容を提示しており，それと比較しつつ前工業化期のロシアと西欧の農民層

の階層分化と人口再生産の問題について検討しよう。日本とロシアは，ピッ

クスによれば前近代的指令経済構造としての「領主一農民体制」が西欧と共

通しており，20世紀初頭には自立的産業革命を達成し，列強資本主義とし

て登場した点でも西欧と共通している。日本，ロシアおよび西欧の前工業化

期における階層分化の問題は，近代的労働市場と労働者階級の形成の普遍的

要因を分析する場合，極めて優れた研究対象となっている、ここでは「階層

分化」とは，農民家族の人口再生産的変動を伴う経営規模変動とその差異に

よって形成される階層構成それ自体のことであり，多様な形態を含む分析的
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概念として使用する。

　速水融は，人口再生産が定常化した江戸後期の中央日本（美濃国安八郡西条

村）の1773～1869年の宗門改帳の資料を農民層の階層別人口再生産動向と

出稼奉公との関係について検討している。階層別人口再生産としては，上層

階層（「地主」1持高10石以上），中位階層（「自作・自小作」：持高2－10石），下層階

層（「小作」：持高2石以下）の諸階層で人口再生産動向が異なっており，上層

は次世代人口の拡大再生産傾向，下層は縮小再生産傾向がある。その結果上

層は分家・他家養子等によって戸数を増加するが，下層は絶家によって消滅

する傾向があり，全体として上層から下層に階層移動することによって階層

構成が再生産されている（速水1997，213－218）。人口再生産動向の階層別相違

は，この地方の場合，出稼奉公の従事度に規定されていた。出稼先は，都市

または町場が多く，出稼先の死亡が3分の1強を占め，また養子，結婚，引

越し等による村外移動がほぼ同数あった。したがって出稼の多くは永久的な

移動であり，村内人口の減少要因となった。また帰村して結婚しても晩婚で

あって，奉公経験女性の出生力は人口再生産基準以下であり，これも人口減

少要因となった。出稼奉公の階層別経験率は下層階層が著しく高く，男子で

は2石以下層の6割以上，女子では4分の3が経験した。出稼奉公を通じた

人口減少と絶家による下層世帯の減少は中上層世帯の人口増加と下方移動に

よって補充されたので，出稼奉公は下層階層の構成世帯の不断の抑制要因と

して作用したと言える。この事例の場合，ピックスのプロレタリア均衡モデ

ルが若干の条件的修正を伴いつつも，典型的に当てはまる。条件的修正と

は，前記（1）と（3）の条件にかかわって，都市的出稼以外に，農村的出稼奉公

や同村内奉公が行われ，また奉公後の帰村者があったとしても，長期奉公に

よる晩婚化または稀婚化（非婚死亡）が進行する限り，農村内部の人口再生

産抑制効果によって下層階層増加が社会的に抑制され，プVレタリア均衡が

維持されるということである。

　江戸後期東北地方では別の形態のプロレタリア均衡すなわち下層階層の社
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会的抑制構造が存在した（速水2001，20－22）。ここでも階層構成として下層階

層が存在するが，下層人口の縮小再生産によって不断に絶家・消滅すると同

時に，上層諸階層からの下層移動によって，下層階層が不断に再形成される

という階層構造が存在する（園田2002，106）。しかし東北地方の場合複合大家

族（多核家族）が多く，一般に極めて早婚であった。この場合奉公従事を通

じた人口調整よりはむしろ出生率そのものの階層別相違すなわち長期授乳等

による出産抑制，間引きや中絶および結婚後の出稼による出生抑制等を通じ

た下層階層増加の社会的抑制が作動していたと考えられる（鬼頭2000，121－

122，　134－141）。

　江戸前期中央日本（諏訪地方）の場合，大開墾による人口増加が進行した

が，この時期には中央日本でも複合大家族が存在した。しかし18世紀以降

の大開墾の停止と人口増加の停止は直系家族を中心とする小農の一般化をも

たらした（速水1997，143－151，速水1992，14－16）。この変化の過程は，プロレタ

リア均衡形態の変化を伴っていたと推定される。大開墾期には，下層階層の

絶家と同時に，開墾を通じた下層階層の上方移動を通じて下層階層の増加が

抑制されたが，開墾と人口増加停止期には出生率が低下し（速水1997，158－

1ア1），特に下層階層の出生抑制によって下層階層増加が抑制されたと推定さ

れる。江戸後期の西条村のように，都市的出稼従事度の高い地域の場合，下

層階層の低婚姻出生率と共に（速水1997，192），出稼奉公による2重の出生抑

制効果すなわち非婚死亡・稀婚化と晩婚化とによって下層階層増加が抑制さ

れたと言ってよい。

　この階層分化の多様な形態を含む江戸期日本の階層分化の歴史40）は，他

の諸地域の階層分化との優れた比較基準を提示しているが，地域的比較のた

めには階層分化の形態にかんする若干の理論的考察が必要である。階層分化

の形態を規定する家族構造の問題について独自の認識を示している斎藤修の

見解について検討しよう。

　斎藤修は，中世末期から江戸前期にかけて河川上流域の谷地田から下流域
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の沖積平野へと水田開発が展開し，この開発期には，「屋敷地共住集団」と

しての大世帯4ユ）が開発集団の労働単位として必要であったが，新たな開発

余地を喪失した時，開発集団は直系家族型の小世帯に分解したと捉えている

（斎藤1988）。当初の大世帯を，非親族的奉公人を含みつつも，主として共住

親族集団によって構成されていたと想定し，親族集団の共同資産の分割相続

を，大世帯の分解の基本的契機として把握しているが，これは近世農民経営

の形成系譜論として極めて妥当な捉え方である42）。なぜなら大世帯内部の

親族が独立世帯として分立する場合経営的資産は相対的に均等に分割される

が，非親族的奉公人層が独立世帯として分立する場合，極めて不均等な資産

分与であり，経営的自立が不可能な程のわずかな資産しか取得しなかったか

らである鷹見1983，223－275）。これによって形成された下層世帯が中上層階

層に移動する場合も部分的には可能であったとしても，多くの下層世帯は次

世代縮小再生産によって絶家したと推定される。したがって奉公人層の分立

を近世農民経営形成の基本的契機とすることはできない。斎藤の見解は，中

世末期の大世帯を家父長的奴隷制経営と規定し，大世帯内の奴隷の経営的自

立による農奴への転化によって近世農民経営が形成されたと捉え，中世と近

世の農民経営の質的不連続性を強調する歴史観（安良城1969等）を批判する

とともに43），中世末期から江戸後期までの農民層の階層分化を連続的発展

過程として統一的に捉えることを可能にする視点を提起している。しかしそ

れと同時に，大世帯の解体を大世帯内部に存在していた小家族の分立と捉

え，この過程を「大家族」の解体による「小農化」という歴史的変化として

捉える見解をも批判している。速水融は，江戸前期中央日本の変化を大家族

（「合同家族」）の分解による「小農化」と規定しつつも，家族構造を「同居す

るか否かを基準として考慮するならば，その本質は変わらなかった，という

主張も可能である」として，斎藤の見解が家族概念にかんする一定の問題提

起となっていることを認めている（速水2001，47）。斎藤の「家族」概念につ

いて理論的に検討しよう。
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　斎藤は江戸初期の農業経営集団の大世帯構造が，一方で開拓集団としての

大労働単位編成の必要性に基礎づけられていたことを指摘しつつ，他方で

「かまど」を中心とする核家族・直系家族単位の「生活」単位がそれから独

立して存在していたと主張し，大世帯の解体は個別家族の屋敷地共住形態か

らの分立であって，そこには家族構造の変化は存在しなかったと捉えてい

る。この場合，労働単位とは異なる独立「生活」単位が存在すると仮定し，

その史料的根拠を「かま屋」の存在に求め，それを独立「家族」の存在根拠

にしている（斎藤1988，188－191）。しかしそれは，夫婦が協業・分業の編成単

位として一定の労働単位を構成していることを示すものではあっても，労働

編成の単位から独立した「生活」単位が存在する根拠にはならない。なぜな

ら前近代的農民経営の労働過程は，近代家族の場合のように生産過程と生活

（消費）過程とが分化しておらず，連続的であって，「生活」過程を分化独立

させる客観的基準は全く存在していないからである（青柳2004，356－358）。

　東北農民の事例のように複数の婚姻単位を含む親族集団としての大世帯の

長期存続の歴史が示しているように，親族的大労働集団の形成は開墾労働や

養畜労働等の多様な季節的労働編成を含む地域的労働形態に規定されていた

と考えられる。中央日本や東北日本に共通する親族的労働集団の特質は，世

帯資産の共同利用権が次世代再生産過程を含む長期の過程として成立してい

ることである。奉公人のような非親族的労働成員の場合，共住による扶養形

態として生活手段の部分的利用が認められたとしても，それは経営的労働の

必要性を充足する限りでの一時的利用であって，その必要性がなくなれば労

働成員から除外される。奉公人とは異なる親族的労働集団独自の構成原理

は，次世代再生産的共同労働であり，親族成員の世帯資産共同利用権はその

ための基礎的条件である。相続，結婚，養子，嫡出子としての出生承認，離

婚，廃嫡等は，短期の奉公人採用とは異なる長期のライフサイクル的な次世

代再生産的共同労働と世帯資産共同利用の成員資格を決定し，親族的労働単

位を構成する独自の社会的行為である。この労働単位の本質的特質は，夫婦
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労働単位としての核家族でも，親族的大労働単位でも共通して存在してい

る。この単位集団は，規模の大小にかかわらず，「家族」と規定することが

できる、r家族」とは資産の共同利用による次世代再生産的共同労働単位に

他ならない（青柳2004，378－419参照）．斎藤の理論は，屋敷地共住集団と核家

族とを貫く家族の本質的特質を見落としている。この家族の本質的共通性を

前提として，大家族と小家族との経済的意義の相違について考察しよう。

　家族的分業と社会的分業という異なった分業編成が成立するのは，前者が

家族の次世代再生産的共同労働を基本単位として編成されるからであるが，

家族の規模は分業編成様式に影響を与える。大家族世帯の場合，労働集団が

家族的協業と家族的分業の多様な形態を編成することが可能である。しかし

大家族の結果，所与の交通生産力の下での一定の地域内領域における世帯数

が制約され，経営形態の決定権を持つ家長の数も制約されているため，経営

形態や労働形態の多様性の選択範囲の拡大としての社会的分業の展開は制約

される。小家族世帯の場合，家族的協業や家族的分業の多様な編成は制約さ

れるが，地域内領域の世帯数と家長の数が増加し，経営形態や労働形態の選

択範囲が拡大し，社会的分業の展開可能性が増大する。しかしこの分業の展

開も，女性労働としては限界がある，女性が家父長や世帯主に従属し，家族

労働の特定の形態に従事することを強制される限り，女性の労働形態の選択

範囲は，複数の女性相互の分業編成の可能な大家族世帯より縮小する可能性

があることに留意する必要がある．小農と核家族世帯は，女性労働を特定労

働形態に拘束する可能性があるが，男性労働にかんしては家族的分業の解体

による社会的分業の展開によって地域内領域における市場経済を発展させる

内的契機となる可能性がある。斎藤の検討を含む多くの歴史人口学的検討

は，市場経済を家族構造の外的与件として取り扱い，市場経済と家族構造と

を2つの独立要因として分析している（斎藤1988，207－208）。しかし両者の契

機は分業編成様式を通じて内的に関連している。多様な家族構造を含む階層

分化形態の考察には，この内的関連性を分析視点として堅持しつつ検討する
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必要がある。

　以上の理論的検討を踏まえ，江戸期日本の農民層の階層分化形態を比較基

準として，ロシアと西欧の階層分化について検討し，プロレタリア均衡の歴

史的形態について考察しよう。まず人口再生産視点から階層分化を検討する

ことの可能な資料がある19世紀および20世紀初頭のロシア農民の階層分化

形態について検討する。

　19世紀前半中央部ロシアの中央農業地方では，18世紀から持続した大開

墾運動が進行し，農民人口と戸数が増加したが，19世紀中葉の地主領農民

濃奴農民）の場合，開墾限界に達し人口と戸数が停滞化した。土地保有状態

が相対的に良好であった国有地農民の場合，19世紀後半にも耕地拡大が進

行したと推定されるが，19世紀末・20世紀初頭には耕地拡大が全般的に停

止した。この大開墾は森林開拓によって進行したが，19世紀中葉から19世

紀後半にかけて共同地としての森林や草地（放牧地・採草地）が縮小し，耕地

拡大が限界に達するとともに，飼料不足によって所有役畜の少ない下層階層

（役馬1頭持層と無役馬層）の増加をもたらした（青柳1994，63－80，123－214，348－

355）。この過程は家族規模の縮小を伴っており，地主領農民の平均家族規模

は19世紀初頭には8～10人であったが，19世紀中葉には6～8人に縮小

し，土地保有が相対的に良好な国有地農民を含む全農民の平均家族規模は

19世紀中葉には9～10人であったが，19世紀末・20世紀初頭には6～7人

に縮小し，男子働き手（18～60歳）が1名以下の核家族や零細家族が全世帯

の過半数を占めるに至った（青柳1994，81，］48）。日本の江戸前期の開墾運動

とその開墾停止に至る過程が1世紀半程度遅れて進行したと言える。人口が

停滞化した19世紀中葉地主領農民の場合，男子働き手1人あたり家族員数

すなわち家族の働き手数に対する非働き手数（幼児と若年人口が中心）比率が

著しく低下したが（青柳2004，207），この比率低下は次に見るように次世代再

生産労働の縮小と結びついた出生率の低下を反映していると推定される。

　農民層の階層分化形態にかんしては，19世紀前半期から後半期にかけて
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経営規模と家族規模との不均衡経営（奉公人等の雇用労働導入経営と雇用労働従事

経営）を増大させたが，同時にその不均衡性を解消する反対要因も作用して

いた。19世紀前半期の農民層の場合，役馬1頭持層と無役馬層からなる下

層階層では，世帯清算（絶家）によって約40年間に7割以上が消滅したが，

役馬を多数所有する上層階層では家族分割（分家）を行い，戸数を増加させ

る経営が多かった“）。ロシアの農民層の場合にも階層構成を再生産するよ

うなプロレタリア均衡要因が作動しているcこの均衡化要因については，19

世紀後半期において耕地面積を縮小している地方である中央工業地方（青柳

1996，370）の19世紀末20世紀初頭の農民経営資料が示唆を与えている。

チャヤノブはモスクワ県の農民経営を家族の働き手数と被扶養者数の比率で

分類し，検討しているが，この比率は，年齢構成から見てほぼ働き手数と若

年被扶養者数の比率を反映している（青柳2004，205）。この比率の最も低い階

層すなわち次世代再生産比率の最も低い階層は，低年収（131．9ルーブリ）で

あると同時に短労働時間（年間労働日数98．8日）であり，それが最も高い階層

は，高年収（283．4ルーブリ）であると同時に長労働時間（年間労働日数161．3日）

である，この資料は次世代再生産率の差に規定されて形成された家族構成の

相違と，労働時間と年収によって示される経営規模の相違との間の密接な関

係を実証している。同じ中央工業地方のヤロスラブリ県の農民層の資料で

は，播種面ff　0－5，5－7，7－10，10－15デシャチーナの各階層で年間非労働

日数比率が，男性労働者で下層から上層に25，20，15，10パーセントであ

り，女性労働者で下層から上層に40，30，20，13・ミーセントであり，同様

の関係が存在している45）。この関係は出生率自体の階層間相違を反映して

おり，その結果としての下層階層の世帯清算（絶家）と上層階層の家族分割

（分家）傾向をもたらす。耕地面積が縮小している中央工業地方の場合下層世

帯の消滅率は高いと推定されるが，耕地面積が停滞化している19世紀末・

20世紀初頭中央農業地方の農民層にも下層世帯の消滅と上層世帯の家族分

割（増加）傾向は存在している（青柳1994，49，51）46）。
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　19世紀中央ロシアの農民層の階層分化は，江戸期日本の農民層と比較し

て，農耕方式の相違により土地生産性が低く経営面積が相対的に大きく，農

耕における家畜利用度が高いという相違があり⑰，また相続様式が制度的

一子相続様式に転化していないという相違があるとはいえ，家族規模と階層

分化形態としては大開墾から開墾停止に至る江戸前期中央日本の階層分化と

基本的に共通する形態であると言ってよい。19世紀前半期ロシアの農民経

営は，冬季の非農耕労働を含む季節的労働編成にかんして，江戸期東北農民

経営との一定の共通性があると推測されるが，複合大家族が多く存在する階

層分化形態としても東北農民層ともある程度共通性があると言える。また

19世紀後半中央ロシアの階層分化は，大量の下層階層の分出を伴う人口増

加として進行した点で，人口増加を再開した江戸末期日本の階層分化との一

定の共通性があると考えられる，19世紀中央ロシア農民層のプロレタリア

均衡要因すなわち下層階層増加の抑制要因としては低出生率と次世代再生産

労働縮小による絶家という形態は江戸後期日本の農民層と共通しているが，

江戸後期中央日本の西条村の事例のような出稼奉公による次世代再生産抑制

効果はそれほど作用していなかったと考えられる。なぜなら中央工業地方や

中央農業地方北部の諸県の場合，19世紀後半には都市への出稼が広範に普

及していたが，それは下層階層の決定的な晩婚化や稀婚化（非婚死亡）をも

たらすような形態ではなく，農村の人口再生産を停滞化させる程の要因とは

ならなかったからである18）。

　西欧，特に人口再生産に独自の特質を示した北西ヨーロッパにかんして，

その人口再生産と階層分化との関係について検討しよう。

　速水融は，日本が市場経済的工業化を比較的スムーズに達成しえた歴史的

条件として西欧と共通していた諸要因を検討しつつ，分権的社会であったこ

と，十分な中小都市分布を内包する都市化の階層的構成が存在したことと共

に，前工業化期から工業化期にかけての人口動態の型と適度な増加率および

小農（小家族）の形成という人口再生産的要因を上げている（速水1988，32－
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35）。日本の人口動態の型は17世紀の増大，18世紀の停滞，19世紀のゆる

やかな再増大と特徴づけられるが，西欧はそれに1世紀先行した16世紀の

増大，17世紀の減少，18世紀の再増大という共通した推移を示すと指摘さ

れている。この問題提起はより新しい資料によって精緻化すれば歴史人口学

的に見て極めて重要な内容を含んでいる。安元稔が提示しているより新しい

資料によれば，イギリスを含む北西ヨーロッパはほぼ共通じた人口動態の型

を示しており，16世紀と17世紀前半までの増加，17世紀後半から18世紀

前半までの停滞化，それ以降の急激な再増加という型となっている（安元

1989，20－22）。北西ヨーロッパには，イングランド・ウェールズ，スコットラ

ンド，アイルランド，ネーデルランド，ベルギー，スカンディナヴィァが含

まれているが，アイルランドは人口停滞期が欠如しており，人口動態の型と

しては北西ヨーロッパ型からは除外する必要がある。中部ヨーロッパ，地中

海地域，東ヨーロッパの諸地域は，17世紀前半期に人口が減少し，18世紀

には再上昇を開始しているが，これは主として17世紀の寒冷化による農業

生産条件の悪化という気候変動条件が関係していると考えられる（安元

1989，22－26参照）。しかし北西ヨーロッパの場合，寒冷化は人口減少をもたら

さず，人口停滞化と再増加の転換の時期も気候変動の影響を受けた他のヨー

ロッパ地域とは異なっている。イギリスでは産業革命と同時進行した本格的

農業革命以前の時期にも地力増進効果のある牧草播種等を含む改良農法が導

入され（安元1989，28－29），16・17世紀のイギリスとネーデルランドの穀物収

穫率はヨーロッパ地域で最高の収穫倍率（種子量に対する総収穫量比率）として

7倍の水準に到達していた（青柳1994，346）49）。この地域の場合，寒冷化は農

業の悪化条件となったとしても，同時に改良農法の導入による収穫改善努力

の契機ともなっていたと言える。したがってこの時期の北西ヨーロッパの人

口停滞化は，寒冷化とは別の要因であり，それは，農業史研究が示している

ように，主としてこの時期における農業の外延的発展の停止すなわち耕地拡

大の停止と結びついていたと言ってよい。この点が他のヨーロッパの諸地域
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とは異なるこの時期の北西ヨーロッパの人口再生産の特質であり，これは

18世紀日本の人口再生産と本質的に共通する歴史的条件である。

　ヨーロッパには，人口再生産と婚姻様式について検討することの可能な教

区簿冊資料があり，出生，死亡，婚姻の記録を通じた家族復元法によって人

口史・家族史の研究が行われている。しかし日本の同種資料である宗門改帳

と比べた資料の本質的欠点は，家族の保有資産情報がなく，階層分化と人口

再生産との関係の分析が不可能であることであり，この資料のみによる検討

は，人口再生産の階層間の相違を消去した認識をもたらすことである。婚姻

様式と人口再生産の実態を把握するためには，この資料を，階層分化を反映

する資料と結びつけて検討することが不可欠である。北西ヨーロッパの人口

停滞期の階層分化形態にかんして，階層分化を反映する資料のあるイングラ

ンドの農民層を中心に検討しよう。

　・・イナルは，16・17世紀以降の北西ヨーロッパを中心とした地域の婚姻

様式（世帯形成様式）の特徴を，東ヨーロッパや非ヨーロッパ地域の結婚と比

較しつつ，「北西ヨーロッパ的単婚世帯形成システム」と規定しているが，

それは，結婚に際して独立世帯すなわち単婚家族の形成，婚前の長期独身す

なわち「晩婚」，非婚者比率が相対的に高いことすなわち「稀婚」として特

徴づけられる（Hainal　1965，　Hainal　1983，落合1989，31－33）。独立世帯形成の問

題にかかわって，単婚家族の歴史的形成期にかんしては必ずしも明示的に実

証することはできない。小家族（単婚家族）形成を中世初期まで遡及させる

見解もあるが，これは非歴史的である50）。ブロックの歴史認識のように，

大家族世帯を労働編成単位として必要とする大開墾期および賦役制経営の時

期が終了する時代である14世紀以降と見るのが妥当である。また9世紀か

ら17世紀までの西欧経済史を長期的に検討したノースも，土地の豊富な時

代の13世紀以前の家族を拡大家族と捉えている（ノース1980，31）。したがっ

て単婚的小家族による農民経営すなわち小農の形成は，16世紀以前の時期

からの比較的長期的な傾向と見られる。しかし晩婚と稀婚にかんしては，長
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期的な北西ヨーロッパの一般的傾向と見ることはできない。それは人口停滞

期およびその前後の時期に特有の婚姻様式であったからである。イングラン

ド（スコットランドとウェールズを除外したイギリス固有地域）の場合，人口動態

は，14世紀後半に人口が激減した後，15～16世紀に人口が再増加し，17世

紀後半には，14世紀前半期と同じく再停滞化したが，これは農耕生態系と

して耕地の拡大限界に到達したからである（リグリー　1982，87－88，青柳1994，

345－347）。晩婚・稀婚化はこの再停滞期に生じている。

　人口再生産動向に影響を与える女性の初婚年齢は，イングランドの場合，

1550－99年24．0歳，1600－49年25．9歳，1650－99年26．2歳，1700－1749年

26．4歳，1750－1799年23．3歳と変化した51）。16世紀後半の24．0歳は高すぎ

る可能性のある数値であり，前半はさらに早婚であったと推定される。フラ

ンスの事例では，17世紀初頭から18世紀にかけて，21－23歳の早婚から

26－28歳の晩婚へと変化している（フランドラン1993，275）。

　非婚率にかんしては，40－44歳時まで非婚であった女性の同年出生集団に

対する非婚率（°fC））を25～29歳年齢時の年度平均で示すと，1581－1596年

6．3，1601－1611年15．2，1616－1661年21．2，1666－1691年25．5，1696－1721

年16．0，1726－1741年10．6，1746－1821年6．5であり（青柳2004，266），稀婚

化はほぼ晩婚化と同じテンポで進行し，最高時には生存女性の4分の1に達

した52）。しかし再皆婚化傾向は18世紀初期から進行しており，再早婚化傾

向よりは早期に進行した。

　16～18世紀のイングランドの人口動態要因にかんしては，凶作や疫病に

よる死亡率は一時的・局地的あり，主として出生率動向によって決定された

（青柳2004，224－2234）。16世紀から17世紀後半にかけて死亡率がある程度上

昇しているが，これは主として出産間隔の短縮（多産化）による幼児死亡率

の上昇（多死化）等による育児の粗放化の結果と考えられる53）。17世紀にか

けての人口停滞化の主要要因は，出生率の低下である。この低下は主として

晩婚化と稀婚化による婚姻率低下と婚姻期間短縮によっていた。この点は江
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戸後期中部日本（諏訪地方）の婚姻出生率自体の低下，あるいは東北地方の

ような低婚姻出生率とは異なっている。晩婚・稀婚化が進行したイングラン

ドや他の北西ヨーロッパ地域は，他の前近代社会の低出生率化形態とは異

なった極めて特異な低出生率化形態を採用したが，このことは，裏返せば，

年齢別婚姻出生率はほとんど低下せず，他の諸地域と比べて著しく高い水準

を維持するという歴史的特異性に基礎づけられていたと言える（リグリー

1982，101参照）。このことは十分に指摘されていないので強調しておく必要が

ある。この高婚姻出生率は，避妊等の出生調整が一般に行われなかったこと

を意味するわけではない（リグリー1982，1102－105，133－140）。売春等の存在か

ら明らかのように，避妊，中絶，嬰児遺棄（間接的嬰児殺し）等の行為も存在

したが，夫婦内性関係ではそれらの行為にたいする社会的制約が強かったと

言える54），教区簿冊資料の成立以後のイングランドでは，資料のある17世

紀以降の場合，高婚姻出生率を示すが，これは教区簿への結婚と出産（洗

礼）の登録が，それらの行為の宗教的聖化と出生人口の宗派所属の登録強制

を通じて，避妊・中絶・嬰児遺棄等を抑圧する社会的機能によって，婚姻出

生率自体を高める作用をしていたと考えられる55）。その点で婚姻内出生制

限の宗教的抑圧機能を持たない日本の宗門改帳とは社会的機能が異なってい

たと言える。

　高婚姻出生率を基礎とした晩婚・稀婚は，奉公従事と奉公期間の長期性を

通じて実現されているが（リグリー1982，132），奉公の必要のない上層諸階層

では経済的晩婚化要因は弱く，その場合高い出生率をもたらす傾向がある。

したがって晩婚・既婚の平均値は，下層階層の晩婚・既婚化の実態を弱め

て表現することになる。教区簿冊による人口史・家族史研究の中心メンバー

の一人リグリーは，この問題について十分に認識しており，イングランド

貴族の女性の若年結婚資料と農業者の階層別資料のある19世紀前半のノル

ウェー農村の資料によって，上層階層女性の若年結婚について示しつつ，婚

姻状況の階層別相違について示唆している（リグリー1982，114－118）。しかし
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下層階層の婚姻状況と家族実態までは明らかにしていない。この問題に接近

するため，イングランド人口の総体的関係について分析しつつ，農民層の階

層分化と家族・人口再生産との関係について検討しよう。

　イングランドは17世紀中葉から18世紀20年代まで，人口が約500万人

前後の水準で長期停滞化した（青柳2004，224－228，ラスレット1986，146）。この

人口停滞期の階層構成資料として，グレゴリー・キングは1688年のデータに

もとついて諸身分・諸階層の世帯数，世帯規模，人口および年収にかんする

推計統計を作成している（ラスレット1986，46－47，Laslett　1988，32－33）。この推

計によると，下層階層として「小屋住農・被救済民Cottagers　and　Paupers」

は40万家族（家族人数325人，年収6．5ポンド），人口130万人，「レイバラー・

通いのサーヴァントLabouring　People　and　Out　Servants」は36万4千家族

（家族人数3．5人，年収15ポンド），人口127万5千人であり，この2階層（計76

万4千家族，人口257万5千人）は，若年期の都市的奉公の時期を除き，大部分

が農村居住の農業的労働者（部分的な零細経営を持つ者を含む）と推定される

（ラスレット1986，23－25）。この階層は，一般船員5万家族（家族人数3人，年収

20ポンド），兵卒3万5千家族（家族人数2人，年収14ポンド）を含む下層家族

総数84万9千家族（平均家族人数3．3人，平均年収105ポンド），人口279万5千

人の中核的階層を構成する。下層階層総人口は家族を持たない「浮浪者」3

万人を加え282万5千人である。また中上層階層として「フリーホールダー

（大）Freeholders　of　the　better　sort」は4万家族（家族人数7人，年収91ポン

ド），人口28万人，「フリーホールダー（中・小）Freeholders　ofthe　lesser

sort」は12万家族（家族人数55人，年収55ポンド），人口66万人，「ファー

マー一一　Farmers」は15万家族（家族人数5人，年収42．5ボンド），人口75万人で

あり，この農業経営的3階層（計31万家族，人口169万人）は，聖俗貴族，地

主，官僚・官吏，貿易商，法律家，聖職者，学者，小商人，職人・手工業

者，将校の諸階層を含む中上層階層総数50万586家族（平均家族人数5．3人，

平均年収68．9ホンド），人口267万5520人の中核的階層を構成する。イングラ
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ンド全体で，総家族数134万9586，家族員と奉公人との総人口547万520

人，平均家族人数（奉公人含む）4．05人，平均年収32．2ポンド，家族を持た

ない浮浪者を加えた総人口550万520人と算定されている。この統計の信頼

性については批判もあるが（ラスレ・ト1986，395－396），当時の人々が経験的

に知りえる情報，特にラスレットが検討しているような家族規模についての

情報にかんしては，実態とそれほど相違はないと思われる。

　この統計で特徴的なことは，下層諸階層の平均現存家族人数が3．3人程度

であり，前近代社会の家族人数としては極小規模であることである56）。こ

の場合「家族family」とは「世帯household」または同居家族のことを意味

しており，上層階層の「家族」の場合住み込みの奉公人を含んだ「世帯」の

ことである（ラスレット1986，3－5，66）。また奉公人を出している「家族」の場

合にはその家族成員を除外した同居家族員のみが示されている。特に貴族や

地主階級の場合は，平均10人から40人の大「家族」すなわち大世帯となっ

ており，多数の住み込み奉公人が同居している。住み込み奉公人を持つ上層

階層の平均家族人数を5人として住み込み奉公人総数を算定すれば，世帯員

5人を越える上層諸階層約21万世帯の世帯人口約130万人のうち，約26万

7千人が住み込み奉公人であると算定される。奉公人をすべて下層の84万9

千家族の出身として仮定すれば，出した奉公人の過大平均値が得られるが，

1家族あたり0．3人となる57）。この数値を加算しても下層階層の平均家族人

数は3．6人（過大値）という極小家族規模である。上層階層平均家族人数45

人とした場合，同様の計算で，約38万の上層世帯の住み込み奉公人は約45

万7千人，下層階層の出した奉公人の過大平均値は0．5人，下層平均家族人

数は3．8人（過大値）となるが，下層階層の極小家族規模は基本的に変わらな

い。

　キングのイングランド全体の推計を地域的階層分化資料と比較しよう。ケ

ント州のグッドネストン教区の1676年資料によれば（ラスレ・ト1986，90），

総数62戸の世帯の内，下層階層はレイバラー12戸（家族人数3．2人），貧民
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12戸（家族人数2．1人），計24戸，総家族人数63人（平均家族人数2．6人）であ

る。中上層階層は「ジェントリ」3戸，うち借地農の最大世帯ヘイルズ家

（世帯員22人，家族人数8人，使用人14人），ヘイルズ家の「分家」1戸（家族人数

2人，使用人1人），ヘイルズ家の別の「分家」1戸（家族2人，使用人なし）58），

「ヨーマン」26戸（家族人数4．5人，使用人1．3人），「商工業者」9戸（家族人数

3．7人，使用人0．2人），中上層階層計38戸，総家族人数162人（平均家族人数4．3

人），総使用人数51人（平均使用人数1．3人）である。この教区は中上層階層が

著しく厚く，使用人は他地域の下層階層からも導入されていると考えられ

る。この教区の使用人を供給している下層階層総戸数の構成比率を全イング

ランドの構成比率（中上層約50万1千戸に対し下層84万9千戸）と等しいと仮定

すると下層階層の総戸数は64戸となる。その場合1戸平均0．8人の使用人

を出していることになる。この村の下層階層の場合全世帯が1人の奉公人を

出していると仮定すると，平均家族人数3．6人となり，この家族人数はキン

グの推計による算定値とほぼ等しく，その妥当性を実証している59）。

　上層諸階層の平均家族人数5～4．5人，下層諸階層の平均家族人数（過大

値）3．6～3．8人，単婚家族基準で上層家族の次世代家族員3～2．5人，下層家

族の次世代家族員（過大値）1．6～1．8人，両者の格差1．4～0．7人は，上層階層

人口の拡大再生産，下層階層人口の縮小再生産による均衡化を通じた人口停

滞状況を反映している60）。上層家族人数を45人と仮定した場合，家族規模

格差は縮小しているが，下層階層の奉公従事による晩婚・稀婚化を通じた人

口縮小再生産の強化により次世代の家族規模格差は拡大する。このことは，

人口停滞期の上層諸階層女性の場合，平均値よりはるかに早婚であり，また

非婚率も低位であったことを示すとともに，下層階層女性の初婚年齢は17

世紀後半の平均の26．2歳よりはるかに晩婚であることを示している。また

晩婚の延長としての非婚化も，下層階層の場合，この時期の平均の25．5パー

セントよりはるかに高率であったことを間接的に示しており，このような非

婚者は上層階層の世帯内において，大量の晩婚奉公人群の中に生涯奉公人予

　　　　　　　　　　　　　　　　一79－　　　　　　　　　　　　　　　267



備軍として存在していた（ラスレッ］・1986，22－23，154）。その結果形成される

極小家族人口は，親世代の家族人口より少なく，また次世代再生産率も低位

であり，下層階層家族は全体として人口の縮小再生産とならざるをえない。

奉公人も遺産相続等によって階層的に上方移動する場合もあったが，大部分

は奉公人同士の結婚によって下層世帯を再生産した（ラスレット1986，22－23，

93）。それと同時に下層階層の上方移動よりはるかに大量の中上層階層から

の下方移動も存在した（ラスレット1986，54，93）。なぜなら人口停滞状況の下

で，下層階層人口は縮小再生産され，中上層階層の人口は拡大再生産されて

いるが，中上層階層所属人口が経済的地位を維持したまま全体的に増大する

ことは不可能であったからであり，それはこの時期の停滞的農業生産とそれ

に規定された経済活動規模が基本的に停滞的であったからである。この場合

人口増加した上層諸階層人口の一部は経済的地位を低下させてより下方の諸

階層に移動することになる。その結果として下層階層の個別世帯は消滅と新

設を通じて激しい新陳代謝を繰り返すことになるが，このことは村内の住民

と世帯（同一姓を持つ居住者）の消失と移動の激しさがそれを示している（ラス

レット1986，105－108）。ピックスは，「半ば労働者で半ば乞食」の階層を都市

プロレタリアと想定しているが，17世紀後半イングランドの場合，主とし

て農村居住の40万戸の「小屋住農・被救済民」層やグッドネストン教区の

場合12戸の「貧民」層の中に，いわば「不完全雇用」状態で救貧法による

教区の福祉救済を受けるような階層が存在する（ラスレ・ト1986，52，リグリー

1991，170－174）。リグリーは，人口再生産率の階層別格差モデノレを検討して，

「もし全人口に対する各社会集団の比率がほとんど変化しないならば，社会

的移動は主として下方に向かうであろう」と指摘している（リグリー1982，

114，116）。これは，下層階層人口の縮小再生産によってその増加が抑制さ

れ，階層構造が停滞的に再生産されていたと推定される人口停滞期イングラ

ンドの人口再生産の特徴づけとして極めて妥当な結論である。

　都市的奉公人と農村的奉公人との比率についての具体的検討はほとんど不
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可能であるが，「都市墓場効果」はイングランド人口史でも確認されており

（リグリー1982，108），都市人口比率を増大し，17パーセント程度となった17

世紀末においては（ラスレット1986，78），かなり多数の都市的人口流入による

補充を必要としたであろう。都市における新規人口流入形態は出稼奉公人形

態として大量に存在したと考えられる61）。したがって人口停滞期イングラ

ンドでは，江戸後期中央日本西条村と同じく，都市的出稼奉公による人口停

滞化効果が重要な役割を果たしたであろう。また農村的奉公も女性の晩婚化

による出生率低下をもたらす限り，人口抑制効果を発揮したであろう。初婚

年齢にかんしては，江戸後期中央日本の西条村の婚入女性を含む女性の22．1

歳および婚出を含む同村出身女性の24．0歳62）と比較して，全イングランド

平均は，16世紀後半には24．0歳（以下）と西条村出身女性と同水準であった

が，17世紀前半25．9歳，後半26．2歳と著しく高齢化し，晩婚化ははるかに

進展している。また西条村程度またはそれ以上の都市的出稼が全国化してい

ると考えられるイングランドでは，プロレタリア階層すなわちレイバラー，

小屋住農等の奉公人を出す下層階層の社会的形成度は江戸後期日本よりかな

り高い。浮浪者を除く下層総人口は奉公人を加えて約314万5千～323万5

千人と推定され，総人口約550万人の6割弱を構成している63）。しかしプ

ロレタリア階層は，大量ではあっても，不断に人口を縮小再生産しており，

人口を拡大再生産している中上層階層の没落を通じて不断に再形成される

「階層」にすぎない。イングランドの総人口は，17世紀中葉からほぼ4分の

3世紀にわたって長期停滞化したが，この人口の停滞的均衡は主として下層

階層人口の縮小再生戦によって維持されたと言ってよい。このような人口再

生産様式にもとつく階層分化形態に対しては，江戸後期日本の西条村の事例

と同様，ピックスのプロレタリア均衡論が典型的に当てはまる。

　前工業化期の日本，ロシア，イングランドの階層分化形態とプロレタリア

均衡形態すなわち下層階層抑制形態との関係について総括しよう。階層分化

形態には，基本的に3形態ある。江戸前期中央日本，江戸後期東北日本およ
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び19世紀中央部ロシアにおける階層分化形態として大家族出生率調整型階

層分化形態，江戸後期中央日本（諏訪地方）および19世紀末・20世紀初頭中

央部ロシアにおける小家族出生率調整型階層分化形態，江戸後期中央日本

（西条村）および17世紀後半18世紀初頭イングランドにおける小家族婚姻率

調整型階層分化形態の3形態である。下層階層抑制の主要形態は前2者が婚

姻出生率の低下であり，後者が婚姻率（有酉己偶率）の低下すなわち年齢別非

婚率の上昇である。

　大家族出生率調整型階層分化の婚姻出生率調整は多様な婚内出生抑制（避

妊・中絶等）によって行われると共に，東北日本で行われているような既婚

者出稼による夫婦別居も出生率低下要因になる（速水2001，22）。大家族は早

婚を容易にすると同時に，家族的分業形態としての既婚者出稼を可能にす

る。この場合上層の大家族経営も出生率がそれほど高くならず，下層の小家

族経営もライフサイクルの過渡的過程として一時的に発生している場合に

は，家族分割した他の経営との親族的協業も可能であり，出生率の階層間格

差はあまり拡大しない。結果として下層階層の社会的形成度も相対的に弱

く，それにもとつく農民的労働市場の形成も相対的に弱い。

　小家族出生率調整型階層分化は，小家族が標準化しており，家族規模と経

営規模との不均衡｜生は大家族型階層分化より拡大している。経営規模の大き

い上層経営では奉公労働や日雇い労働を導入し，経営規模の小さい下層経営

ではそれらを出すことによって経営規模の階層別再生産が行われる限り，階

層間の質的差異は強化されている。しかしそれと同時に婚姻出生率の階層間

格差を通じて，下層階層の拡大を抑制し，家族経営形態を維持・再生産する

機能も作用している．

　小家族婚姻率調整型階層分化は，奉公労働が地域外の出稼として展開し，

家族規模と経営規模との不均衡はいっそう拡大し，奉公人雇用関係や日雇い

労働雇用関係はより発展している。しかし未婚奉公労働の従事度格差による

婚姻率格差という新たな階層間格差を発生することよって，下層階層の一定
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以上の拡大を抑制し，家族経営形態を維持・再生産する機能も作用してい

る。小家族型階層分化における労働力の雇用・被雇用関係は，それ自体，家

族的協業・分業の社会的分業への転化形態でもあるが，同時に小家族化によ

る家族的分業の制約は，経営形態の一定の専門化を通じて社会的分業を形

成・発展させる要因である。小家族婚姻率調整型階層分化は社会的分業によ

る市場関係のより発展した形態と言える。人口停滞期西条村と人口停滞期イ

ングランドとの相違は，低婚姻出生率による人口調整の余地をどれだけ残し

ているかという相違であるが，イングランドの場合，婚姻出生率が著しく高

く，下層階層の婚姻出生率低下による出生調整の余地を狭めている。他方で

は小家族化による家族的分業の社会的分業への転化を通じた未婚者労働市場

の発展によって，未婚者の個人生活の可能性を拡大すると同時に，未婚者労

働市場の発展による人口調整の可能性を高め，下層階層の形成度を高めてい

る。

　前工業化期の階層分化の3形態は，農民層の下層階層形成度とそれにもと

つく農民的労働市場の発展度の相違を内包しており，大家族出生率調整型階

層分化が最も低水準であり，小家族婚姻率調整型階層分化が最も高水準であ

る。しかし前工業化社会の階層分化に共通した本質的特質は，農業的諸「階

層」の形成にとどまり，新たな非農業的直接生産者すなわち生産手段から分

離した労働者の「階級」的増殖を未然に抑制するという社会的諸力が作用し

ていることである。大家族的階層分化の場合，上層の大家族経営の親族的人

口増加が前近代的支配階級の形成をもたらしたとしても，それは古代的大土

地所有者または中世的領主のような大土地所有者階級の形成であり64），い

ずれの階級も剰余労働の成果の地代的取得に依存している。したがって地代

的支配階級人口は被支配階級として基本的階級である農民階級人口すなわち

農民層の中上層階層の人口規模とその剰余労働規模に制約されている。中上

層世帯の経営規模縮小による没落を通じた下層階層への新規参入は常に存在

しているが，それは必然的に次世代人口の縮小再生産化をもたらし，下層世
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帯は次世代再生産主体すなわち「階級」形成主体にはなりえない。したがっ

て下層階層を担い手とする部分的労働市場としての農民的労働市場は成立し

ているが，労働市場自体は次世代労働力の自立再生産を実現するような機能

はない。また前近代社会では都市の商工業経営者層が，特権を基礎としてあ

る量的限度内で成立することは可能だが，この社会的存在量も制約されてい

る。換言すれば，農村の下層階層の存在量が社会的に制約されていると同時

に，都市商工業経営者層の存在量も制約され，両者は農村の農民階級の存在

量とその人口再生産に究極的には制約されていることである。ピックスも，

プロレタリア均衡の条件について検討しつつ，都市への流入人口のうち商人

階級に昇進する者は些少であり，また手工業親方経営の人口も制約されてお

り，商業的雇用規模も些少なものでしかないということを指摘し，非農業経

営（商入・手工業者経営）人口の制約をプロレタリア均衡の本質的構成要素と

している（226，229，230－232頁），

　マルクスは前資本主義的労働者としての用役給付労働者について検討しつ

つ，「自由な日傭取り〔等の労働者が〕……人口の増加や……偶発事によって

個人が零落し，自己維持のための労働の客体的条件を喪失した結果として，

分業等々の結果として」散在的に形成されたとしても，「こうした自由な雇

い人は，たとえばポーランド等々でのように，生産様式が変わらないまま，

姿を現してはまた再び消えていくこともある」とその歴史的限界性を指摘し

ている（マルクス1993，107，115；〔〕内引用者）。このマルクスの指摘は，前近代

社会において自由な労働者が「散在的に」発生しても（マノレクス1997d，107），

その労働者の人口増加が制約され，次世代再生産的「階級」には転化できな

いという認識を前提としたものであり，ピックスのプロレタリア均衡論と本

質的に同じ歴史認識を示している65）。

　プロレタリア均衡の歴史的内容を包括的に規定しよう。プロレタリア均衡

とは，被雇用労働者を供給する下層階層人口が自立的農業経営人口すなわち

農民層の中上層世帯人口の従属変数となり，同時に非農業経営人口の存在も
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自立的農業経営人口の従属変数となるという前工業化社会の人口再生産様式

のことである。それはまた地代的支配階級人口も自立的農業経営人口とその

剰余労働に制約されていることを意味する。この人口再生産様式の基礎的条

件は，農業経営条件を半ば以上喪失し，日雇い労働や奉公労働等の雇用労働

に従事しつつ生活する農村の下層世帯が，次世代縮小再生産を通じて消滅す

ることである。日本，ロシア，イングランドの階層分化の実態はこの人口再

生産様式の存在を実証している。このプロレタリァ均衡的人口再生産様式

は，前工業化社会の階級的再生産にとって本質的な条件となっている。それ

は，前工業化社会内部に部分的階層として不断に分出されるプロレタリア階

層人口を，次世代縮小再生産を通じて不断に消滅させることによって，資本

主義の基礎としての労働者階級の発生を未然に抑圧し，前工業化社会の基礎

としての農民階級人口を維持・再生産する人口再生産様式であり，ピックス

が強調しているように，前工業化社会の構成要素（parts）を永続させる人口

再生産様式である。この人口再生産様式を農民的人口再生産体制と呼ぶとす

れば，この農民的人口再生産体制は日本，ロシア，イングランドの前工業化

社会に共通する人口法則となっており，この法則の強力な貫徹が，長期にわ

たる人口停滞をもたらすと同時に，労働市場の拡大を制約し，それを農民的

労働市場の枠内に留める究極的要因となっていたと言える66）。この時代は

プロレタリア階層人口の比率が最も高い近世（初期近代）イングランドとい

えども，人口再生産的「階級」視点からは前資本主義的農民階級社会であ

り，それは人口再生産的に小経営生産様式が支配している社会である。小経

営生産様式の人口再生産的基礎は農民的人口再生産体制であり，この人口再

生産体制が法則的に貫徹している限り，前工業化社会は資本主義的階級社会

すなわち資本主義的生産様式に歴史的に移行することはできない67）。

　次世代再生産を実現する労働者階級の形成とそれを基礎とする資本主義的

労働市場の形成の歴史的要因の検討にとって，プロレタリア均衡すなわち農

民的人口再生産体制がいかに解体し，新たな人口再生産体制がいかに形成さ
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れたかという問題こそが核心的な問題である、この問題の検討対象として，

最も発展した階層分化形態として下層階層を大量に分出したイングランドお

よびそれと共通する人口再生産条件を持つヨーロッパの諸地方おける非農業

人口の不可逆的増加の本源的形態としていわゆる「プロト工業化」にかんす

る研究を取り上げ，人口再生産様式にいかなる変化が生じているかについて

検討しつつ，資本主義的労働市場と資本主義的生産手段市場を成立させた歴

史的要因について考察しよう。

　〔注〕

39）　「前・［業化」は歴史人口学が使用する用語であり，ここでは検討の便宜上この用

　語を使う，これは、近世（初期近代）を含む前近代の時代であって，工業人口を含

　む非農業人口（比率）が持続的（不可逆的）増加を開始する以前の時代の二とであ

　る，

40）　速水融は，江戸期日本の人口再生産と家族構造類型を，東北日本型，中央日本

　型，西南口本型に3分しているが，江戸後期でも人口増加している西南日本型は，

　階層分化の類型としては．江戸前期の中央H本と基本的に共通していたと思われる

　（速水20〔〕1，2〔［－34参照）－

41）原論文では「大世帯」という表現は使われていないが，西欧の世帯（hous．　e－

　hold）概念と比較するため，同一生計に属する親族集団と住み込み奉公人を包括す

　る経営体を「世帯」と規定する，

42）　速水融は，江戸期の相続様式の歴史的傾向を，17世紀の大開墾の時期における

　分割相続（均分相続），この条件が消滅した18・19世紀における単独相続への転換

　として捉えているが（速水1992，288－289），これは妥当な認識である。大開墾が

　長期継続したロシアの場合均分相続も長期存続したが，この相続形態は開墾運動に

　適合的である，ヨーvッパの11－13世紀の大開墾期の相続形態とその変化も江戸

　期日本と基本的に同様であったと推測される、

43）　このような不連続史観の実証的批判は永原1977参照．なお安良城1969等の歴史

　認識は、マルクスの歴史観解釈としても問題がある．このマルクス解釈は，『経済

　学批判］段階のマルクスの未完成な世界史認識を公式化し，動産奴隷の存在を生産

　様式の本質的指標として時代区分しているが，『資本論』段階のマルクスの世界史

　認識の発展，特に生産様式の自立的構成要素としての基本的「階級」からの動産奴

　隷の除外が考慮されていていないからである。注25）参照。

44）　青柳1994，139，青柳1996，青柳2004，107参照＝なお青柳2004，107の表4の
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　表題の「世帯生産」は「世帯清算」の誤りである．

45）　チャヤノフ1957，41，Chavanov　l925，39，青柳2004，205－206、1デシャチーナ

　は約1ha，約1町。なお青柳2004，206の表3の女性の非労働日数の数値は誤りで

　あり，ここで引用されている数値が正しい、

46）　青柳1994，57の注32）も参照，

47）　19世紀末中央農業地方の中位階層の播種面積5－10デシャチーナとは，ほぼ

　5－10町に相当する、農耕における家畜利用度は日本とヨーロッパ（ロシアを含

　む）で異なるが，この相違を経営形態の相違として絶対化することはできない，速

　水融は江戸期における農民の家畜保有の悪化を，畜耕から人力耕への転換を反映し

　ていると想定し，それをヨーロッパ農業の生産力発展形態とは本質的に異なる発展

　形態と捉え，「勤勉革命」と規定している。しかし斎藤修はこの説を実証的に批判

　　し，江戸期の家畜利用の多様な地域的変化過程（湿田の乾田化による牛耕から馬耕

　への発展地域，当初から人力耕中心で厩肥としての家畜利用の増大地域，厩肥とし

　ての家畜利用から購入肥料への転換による家畜減少地域）のいずれの場合でも，畜

　耕から人力耕への転換は例外的現象にすぎず，その転換を日本の農業発展の典型と

　することはできないことを実証している（斎et　2004），開墾による飼料不足の結果

　としての農民の家畜保有の悪化は，前工業化期（前農業革命期）ヨーロソバ（ロシ

　アを含む）においても一般的現象として見られるものであり，江戸期日本の場合で

　も，開墾による飼料不足の結果として家畜保有の悪化が生じている限り，ヨーロッ

　パの事態と本質的に共通する現象と捉える必要がある，

48）　ロシア農民は，農奴解放後の時期にある程度晩婚化傾向が現れたが，西欧の晩婚

　化と比較すれば早婚であった。中央部ロシアでは，農民の出稼は「出稼ぎ社会」と

　特徴づけられるほど広範に行われてお「）　，既婚者の出稼も行われていた（高田

　2007，99－120）、しかし複合大家族における出稼形態は決定的な晩婚化をもたらす

　要因とはならなかった．この点では東北農民の出稼との共通性がある，

49）　スカンディナヴィア地方（ドイツを含む平均）の収穫倍率は，16・17世紀平均

　で42倍，18世紀平均で6．4である（青柳1994，346）。

50）　単婚小家族や複合大家族を「制度」として固定的に捉えるのは誤りであり，ライ

　フサイクル過程としては小家族と大家族の並存は一般的であり，この点でイギリス

　農民家族も例外ではない．17世紀から19世紀前半期の資料を集計した資料によれ

　ば，単婚家族は7割として支配的であるが，婚姻単位を欠如した世帯が1割強，拡

　大家族（婚姻単位（核）は1つだが他の親族が同居する家族）が1割強，複合家族

　（婚姻単位（核）が複数の多核家族）が4パーセント程度存在する（ラスレット

　1986，134－135）、家族規模の問題は，所与の出生・死亡率を前提として，世帯形成

　様式を含むライフサイクル的労働編成様式を通じて，いかなる標準世帯が形成され
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　るかという問題であり（高死亡率の場合大家族は形成されない），家族的労働編成

　様式の変化によって歴史的に変化する，単婚小家族を中世初期まで遡及させる見解

　は，斎藤1988と同じく「かまど」を中心とした独立生活単位の固定的存在を想定

　することによって構成されているが，その批判については，青柳1994，303－306参

　照、

51）　ラスレット1986，152、男性初婚年齢は，同じ期間に，27．2歳，282歳，28．0

　歳，27．8歳，26．9歳と変化した，男性初婚年齢は江戸期中央日本の場合（男性：前

　期26歳，後期27～28歳，女性：前期17～19歳，後期20～22歳）と同年齢である

　（速水1977，159）。なおラスレット1986（原書第3版1983年）は，ケンブリッジ

　グルーブの歴史人口学的研究成果（リグリー他編1981年）にもとついている，

52）　婚姻年齢期の生存率（5～6割）を考慮すれば（青柳2004，233），女性婚姻率

　は，出生女児の4～5割という低水準であった＝

53）　多産化が幼児の多死化の原因になるのは，早期妊娠による授乳停止が先子幼児死

　亡の原因になるからであり（フランドラン1993，292－308，340－341），これは多産

　化が個別的育児の粗放化をもたらした結果でもあると言える（青柳2004，234，

　254－255）・

54）　リグリーは出生抑制の方法として，性交中断，長期授乳，中絶，嬰児殺し（嬰児

　遺棄）を上げているが，避妊，中絶，嬰児殺しが婚外性関係で生じやしかったと述

　べ，婚外性関係を反映する売春婦習俗資料や教会裁判資料がそれを実証していると

　指摘している（リグリー1982，139）－

55）　ジュネーヴ市民の女性年齢別婚姻出生率は，出生間隔の短縮化によって17世紀

　前半期にはイングランド並みか，それ以上の高水準に達したが，1600年以前の場

　合その水準よりはるかに低水準であり，中心的階層（20～34歳）で4分の3程度

　の水準であった（リグリー1982，132）、この低水準は長期授乳による避妊の結果で

　あると推定されているが，15－19歳階層の低出生率から見てそれだけにとどまら

　ない，イングランドの場合，16世紀，特にその前半期はジュネーヴの水準よりさ

　らに低水準であったと推定される，

56）　ロシア農民家族の場合，働き手数（男女）2人に対する家族の非働き手数の比率

　は人口停滞期でも25～29人の水準であり，核家族基準で算定しても家族人数は

　4．5～4．9人である（青柳2004，207参照）、江戸後期中央口本の小家族化した農民家

　族規模は，4～5人が最多である（速水1997，145，速水1992，17）。

57）　この推計法は，次の通り＝世帯規模5人を超す上層諸階層の世帯層人口130万

　9520人から，平均家族人数5人として，家族人口104万2930人（20万8586世帯

　×5人）を差し引くと，奉公人総数は26万6590人となる一なお全世帯の1／4から

　1／3が奉公人を出したというラスレッ1・の指摘（ラスレット1986，24）によって，
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　3割の世帯が1人の奉公人を出したと仮定すると，奉公人総数は約26万人とな

　　り，同様の結果となる。奉公人には家庭教師等の中上層階層出身者も含まれるの

　で，すべてが下層階層出身ではないため，出した奉公人平均値は過大値となる。

58）　「分家」はラスレットの推定。

59）　ラスレットはグッドネストン教区を諸身分・諸階層の存在の点で他のイングラン

　　ドの村のモデルになるとしている（ラスレソト1086，96）。

60）　この時期の60歳以上の高齢者は，総人口の1割以下であり（ラスレット1986，

　151），階層間の家族規模格差要因としては無視しえる。平均家族人数4．05は人口

　停滞期における次世代人口の単純再生産基準数値になっている。

61）注57）と同様の方法で推計すると，総奉公人約27万人に対し農業的奉公人14万

　人と算定されるが，農業的奉公人以外を都市的奉公人とすると，13万人（5割）と

　なる。奉公人総数を45万7千人とした場合農業的奉公人は29万6千人となり，都

　市的奉公人は15万8千人（4割弱）となる。その場合総都市人口93万5千人（都

　市人口比率17・、一セントの場合）の内14～17パーセントが奉公人となる。

62）速水1992，229，230。24．0歳は同書の第9－11表からの算定。婚入女性の平均初

　婚年齢が相対的に若いことは，他地域女性の出稼経験率が西条村の水準（57．0％）

　より低いことを意味する．なお諏訪地方横内村の初婚年齢は江戸前期には18歳前

　後であったが，江戸末期には22歳程度であった（速水1997，158－159）。

63）　プロレタリア階層人口比率は57～5go／・（浮浪者を加えた場合58～599io）であ

　　り，同じキング推計による斎藤論文の推算値57％（斎藤2005，11）と近い数値であ

　る。なお同論文では，16世紀末のプロレタリア人口比率が総人口の4分の1から3

　分の1であったという見積もりにもとづきつつ，17世紀におけるプロレタリア階

　層人口増大を推定しているが，妥当な認識である（この問題は後述）。また江戸後

　期日本の都市人口比率は13．50f・（1750年）および12．496（1850年）と推定されて

　おり，17世紀末イングランドより相対的に低位であった（斎藤2005，14）。

64）　複合大家族の「屋敷地共住集団」としての大経営による開墾を通じた大土地保有

　の形成・発展は，日本の中世初期の場合，大経営の分解による領主階級の形成すな

　わち領主一農民関係の本源的形成としての「封建分解」をもたらしたと考えられる

　　（永原1977，146－149）。このような開墾による農民層の「封建分解」は17－19世紀

　　ロシアのドン地方にもあり，開墾による「屋敷地共住集団」としての大経営の分解

　が軍事集団としてのカザークによる貴族地主層の形成と農民層への分解をもたらし

　た（阪本1986，38－40）。このような「封建分解」（農民の領主階級への上昇転化）

　は中世初期ヨーロッパにも存在したと考えられる（ブロック1995，358）。古代にお

　いて大土地所有者階級が形成されるような場合も大家族経営的階層分化の進展によ

　　る大土地所有の形成として進行したと推定される（弓削1977）。広範な諸時代を含
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　む前r業化社会の階層分化研究の進展は，下層階層による動産奴隷供給（木村

　1993）や奉公人供給による下層人口の縮小再生産すなわち生産手段から分離された

　非農業的直接生産者（労働者）の階級的増殖の未然抑制とともに，上層階層とその

　親族（血縁）的人口増加による古代的大土地所有者や中世的領主のような大土地所

　有者の階級的形成すなわち土地所有的分解という前工業化社会の階層分化の共通の

　特質を明らかにしつつあると思われる．

65）　同様の歴史認識を示すものとして注20）参照。商業覇権喪失によるイタリアにお

　ける都市プロレタリアの小規模耕作者への再転化というr資本論』での指摘も同様

　の歴史認識である（マルクス1997a，1221），

66）　古代ギリシア・ローマにおける動産奴隷労働市場も，動産奴隷の次世代再生産が

　抑制されている限り，ブロレタリア均衡すなわち農民的人口再生産体制の一形態で

　ある、

67）　ラスレットの前工業化社会の認識には，「資本主義」概念の乱用などの点で問題

　もあるが，その社会を人口再生産（ライフ・サイクル）的視点から基本的に農民的

　家族経済を中心とする家族経済社会（家族的「生産単位」社会すなわち世帯内奉公

　人雇用を含む世帯経済社会）と捉えている点は妥当な認識であり，r資本論』の

　「小経営生産様式」論と本質的に共通する認識を示している（ラスレット1986，

　25－31，394，マルクス1997a，1298，マルクス1997c，1414参照）。なお斎藤修は，

　歴史人口学を重視しているにもかかわらず，イギリスの前工業化時代の発展段階認

　識としては人口再生産視点から離れ，イギリスでは「資本主義は16－17世紀に既

　に本格化」しているという村上泰亮の見解（村ヒ1992，266）に同調している（斎

　藤1998，18）、しかしこの見解は，階層（個別労働者）としての「フロレタリア」

　の形成と「労働者階級」の形成との本質的区別というピックス＝マルクス的分析視

　点を喪失し，16－17世紀イギリスには「賃金労働者の存在」を含む資本主義の成立

　条件かすでに形成されていると捉え，イギリスの資本主義的発展の過大評価に陥っ

　た結果である　（村上1992，248，294）
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